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参議院で郵政民営化法案を否決されたら衆議院を解散――小泉首相の解散には一

片の道理もありません。そして、８月１日には党としての初めての改憲条文案を発

表しておきながら、改憲問題はことさら争点からはずそうとしています。今後の改

憲の動きにブレーキをかける好機にするため、改憲案の批判を大きく高めましょう。 
                

各党がマニフェストで公約 

 自由民主党 

【自民党からの 120の約束】 
 24・新憲法制定に向けて具体的に
動きます 
 17年 11月 15日までに自民党憲法
草案を策定し、公表する。憲法制定

のための「日本国憲法改正国民投票

法案」及び「国会法の一部改正案」

の早期制定をめざす。 

 選挙公約の他の部分では、まず「凛

(りん)とした日本外交」の項で、「日米
同盟と国際協調こそ日本外交の基本」

と、日米軍事同盟を最優先する姿勢を

あらためてうちだしています。 
さらに、「守りを固め、国民の安全を

確保」と、まるで戦時体制なみのスロ

ーガンをかかげ、「防衛力の整備・強化

を推進」とか、「米軍再編を通じ、日米

防衛協力を強化」と軍事力強化をむき

だしに強調。 
 「日本の国際貢献」の項では、「自衛

隊の海外派遣は、今後とも、国際協調

と国益を考えて推進する」と、自衛隊

の海外派兵をさらに推進する構えです。 

 民 主 党 

【2005 年衆議院選挙マニフェスト
政策各論】 
１・憲法 
日本では今、時々の政府の都合に

よって憲法が恣意的に解釈され運用

されるという、いわば「憲法の空洞

化」がすすんでいます。このままで

は、憲法に対する国民の信頼感はま

すます損なわれてしまいます。民主

党はこの状況を克服し、国家権力の 

「自衛権」明記、海外派兵容認へ 



の恣意的解釈を許さず、立憲主義を

基本に、より確かな憲法の姿を追求

していきます 
民主党は過去ではなく、未来に向

かって創造的な議論を推し進め、日

本国憲法が高く掲げる「国民主権」

「基本的人権の尊重」「平和主義」

の３つの基本原則をさらに進化・発

展させます。 
憲法の姿を決定する権限を最終

的に有しているのは、政党でも議会

でもなく、国民です。民主党は自ら

の「憲法提言を国民に示すと同時

に、その提言を基として、国民との

対話を精力的に推し進めていきま

す。憲法改革のための提案が現実と

なるためには、まず衆参各院におい

て国会議員の３分の２以上の合意

を達成し、その上で国民多数の賛同

を得なければなりません。民主党

は、国会におけるコンセンサスづく

りにも、真摯に努力していきます。 
「日本の象徴」にふさわしい開か

れた皇室を実現するため、皇室典範

を改正し、女性の皇位継承を可能と

します。 

各論の二番目は「外交・安全保障」

となっています。ここでは、「アジア・

太平洋地域の公共財としての日米同盟

の価値を高めます」と、日米軍事同盟

の対象をアジア・太平洋地域にまで広

げています。また、「弾道ミサイル防

衛」の必要性を述べ、アメリカも世界

戦略に参加していくことも明記してい

ます。これらが、日本国第９条の「空

洞化」をさらにすすめるものであるこ

とは明らかです。民主党も、「自衛権」

明記、海外での武力行使容認の立場で

「憲法提言」をまとめつつあります。 

公 明 党 

【公明党マニフェスト 2005】 
 Ⅲ、当面する重要政治課題 ３・

憲法改正問題について 
 ○公明党は、現憲法を高く評価し、

「国民主権主義」「恒久平和主義」

「基本的人権の保障」の憲法３原則

を堅持します。その上で時代の進展

とともに提起されている環境権やプ

ライバシー権などを新たに付け加え

る「加憲」という立場をとっていま

す。憲法第９条については、第１項、

第２項を堅持した上で、自衛隊の存

在や国際貢献等について、「加憲」の

論議の対象として慎重に検討してい

きます。 
 ○今年、衆参両院の憲法調査会の

最終報告書がまとまりましたが、論

点が整理されたことは評価しつつ

も、決して「改憲」の方向性を明示

したものではないと認識していま

す。現在、最終報告書も参考として、

「21世紀の日本をどうするか」との
未来志向に立ち、国民主権をより明

確にする視点、国際貢献を進めるた

めの安全保障の視点、人権を確立す

る視点、環境を重視する視点等で議

論を進めています。 
 憲法、とりわけ第九条については、

あいまいな表現でぼやかしてきました

が、公約では９条改憲への姿勢をさら

に明確にしました。他の項で「日米関

係は、わが国外交の基軸」とし、自衛

隊のイラクでの「人道・復興支援の継

続」、PKOを名目として「アフリカな
ど派遣地域の拡大」などとしているよ

うに、小泉内閣の与党としてアメリカ

いうままの海外派兵政策に同調してき

たことことからくる当然の結果です。 


